
久留米市長あて

このことについて、関係書類を添えて以下のとおり届け出ます。

- ）

職名 氏名

- ）

- ）

電話番号 FAX番号

- ）

電話番号 FAX番号

- ）

（指定又は許可を受けている場合）

　別添のとおり

氏名

特
記
事
項

変　　　　　更　　　　　前 変　　　　　更　　　　　後

関係書類

介護療養型医療施設 1新規　2変更　3終了

1新規　2変更　3終了

届出担当者 電話番号

医療機関コード等

介護医療院

介護保険事業所番号

施
設

介護老人福祉施設 1新規　2変更　3終了

介護老人保健施設 1新規　2変更　3終了

介護予防福祉用具貸与 1新規　2変更　3終了

居宅介護支援 1新規　2変更　3終了

介護予防短期入所療養介護 1新規　2変更　3終了

介護予防特定施設入居者生活介護 1新規　2変更　3終了

介護予防通所リハビリテーション 1新規　2変更　3終了

介護予防短期入所生活介護 1新規　2変更　3終了

介護予防訪問リハビリテーション 1新規　2変更　3終了

介護予防居宅療養管理指導 1新規　2変更　3終了

介護予防訪問入浴介護 1新規　2変更　3終了

介護予防訪問看護 1新規　2変更　3終了

特定施設入居者生活介護 1新規　2変更　3終了

福祉用具貸与 1新規　2変更　3終了

短期入所生活介護 1新規　2変更　3終了

短期入所療養介護 1新規　2変更　3終了

通所介護 1新規　2変更　3終了

通所リハビリテーション 1新規　2変更　3終了

訪問リハビリテーション 1新規　2変更　3終了

居宅療養管理指導 1新規　2変更　3終了

訪問看護 1新規　2変更　3終了

指
定
居
宅
サ
ー

ビ
ス

訪問介護 1新規　2変更　3終了

訪問入浴介護 1新規　2変更　3終了

(ビルの名称等)

届
出
を
行
う
事
業
所
・
施
設
の
種
類

同一の所在地において行う事業等の種類
実施
事業

指定(許可)年月日 異動等の区分 異動(予定)年月日
異動項目

(※変更の場合)

管理者の氏名

管理者の住所

（郵便番号
都・道
府・県

市・区
町・村

(ビルの名称等)

連　絡　先

主たる事業所・施設の所在地以外
の場所で一部実施する場合の出張
所等の所在地

（郵便番号

福岡
都・道
府・県

久留米市

市・区
町・村

(ビルの名称等)

市・区
町・村

連　絡　先

（郵便番号

福岡
都・道
府・県

久留米市

市・区
町・村

(ビルの名称等)

事
業
所
・
施
設
の
状
況

フ リ ガ ナ

名　　　 称

主たる事業所・施設の所在地

代表者の職・氏名

代表者の住所

（郵便番号
都・道
府・県

連　絡　先 電話番号 FAX番号

法人の種別 法人所轄庁

都・道
府・県

市・区
町・村

(ビルの名称等)
届
　
出
　
者

フ リ ガ ナ

名　　　 称

主たる事務所の所在地

（郵便番号

名　称

代表者職・氏名

事業所所在地市町村番号

受付番号

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書＜指定事業者用＞
令和　　年　　月　　日

所在地



備考1　「受付番号」「事業所所在市町村番号」欄には記載しないでください。
2「法人の種別」欄は、申請者が法人である場合に、「社会福祉法人」「医療法人」「社団法人」「財団法人」
　「株式会社」「有限会社」等の別を記入してください。
3「法人所轄庁」欄は、申請者が認可法人である場合に、その主務官庁の名称を記載してください。
4「実施事業」欄は、該当する欄に「○」を記入してください。　
5「異動等の区分」欄には、今回届出を行う事業所・施設について該当する数字に「○」を記入してください。
6「異動項目」欄には、(別紙1,1-2)「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表」に掲げる項目を記載してください。
7「特記事項」欄には、異動の状況について具体的に記載してください。
8「主たる事業所の所在地以外の場所で一部実施する場合の出張所等の所在地」について、複数の出張所等
   を有する場合は、適宜欄を補正して、全ての出張所等の状況について記載してください。



(別紙１)　　（介護医療院）

介　護　給　付　費　算　定　に　係　る　体　制　等　状　況　一　覧　表

1: 新規、　2: 変更、　3： 終了

※　実施するサービスに関して○を付け、全ての項目に対し該当する番号に○を付けてください。

夜間勤務条件基準 1. 基準型 2. 加算型Ⅰ 3.加算型Ⅱ 7.加算型Ⅲ 5.加算型Ⅳ

6. 減算型

職員の欠員による減算の状況 1. なし 2. 医師 3. 薬剤師 4. 看護職員 5. 介護職員

6. 介護支援専門員

身体拘束廃止取組の有無 1. 減算型 2. 基準型

安全管理体制 1. 減算型 2. 基準型

栄養ケア・マネジメントの実施の有無 1. なし 2. あり

療養環境基準（廊下） 1. 基準型 2. 減算型

療養環境基準（療養室） 1. 基準型 2. 減算型

若年性認知症入所者受入加算 1. なし 2. あり

１　Ⅰ型介護医療院 １　Ⅰ型（Ⅰ） 栄養マネジメント強化体制 1. なし 2. あり

２　Ⅰ型（Ⅱ） 療養食加算 1. なし 2. あり

３　Ⅰ型（Ⅲ） 特別診療費項目 1.重症皮膚潰瘍管理指導 2.薬剤管理指導 3.集団コミュニケーション療法

リハビリテーション提供体制 2.理学療法Ⅰ 3.作業療法 4.言語聴覚療法 5.精神科作業療法 6.その他

認知症短期集中リハビリテーション加算1. なし 2. あり

認知症専門ケア加算 1. なし 2. 加算Ⅰ 3．加算Ⅱ

重度認知症疾患療養体制加算 1. なし 2. 加算Ⅰ 3．加算Ⅱ

排せつ支援加算 1. なし 2. あり

自立支援促進加算 1. なし 2. あり

科学的介護推進体制加算 1. なし 2. あり

安全対策体制 1. なし 2. あり

サービス提供体制強化加算 1. なし 6. 加算Ⅰ 5. 加算Ⅱ 7．加算Ⅲ

介護職員処遇改善加算 1. なし 6. 加算Ⅰ 5. 加算Ⅱ 2．加算Ⅲ 3．加算Ⅳ

4．加算Ⅴ

介護職員等特定処遇改善加算 1.なし 2.加算Ⅰ 3.加算Ⅱ

提供サービス 人員配置区分 LIFEへの登録

事 業 所 番 号 ４ ０

その他該当する体制等 割引

異 動 区 分記入担当者氏名

事 業 所 名

適用開始年月日 施設等の区分

久留米市

枚 数事 業 所 電 話 番 号

届出先

枚

１　なし

２　あり
55 介護医療院サービス 令和　　　年　　　月　　　日　　



夜間勤務条件基準 1. 基準型 2. 加算型Ⅰ 3.加算型Ⅱ 7.加算型Ⅲ 5.加算型Ⅳ

6. 減算型

職員の欠員による減算の状況 1. なし 2. 医師 3. 薬剤師 4. 看護職員 5. 介護職員

6. 介護支援専門員

身体拘束廃止取組の有無 1. 減算型 2. 基準型

安全管理体制 1. 減算型 2. 基準型

栄養ケア・マネジメントの実施の有無 1. なし 2. あり

療養環境基準（廊下） 1. 基準型 2. 減算型

療養環境基準（療養室） 1. 基準型 2. 減算型

若年性認知症入所者受入加算 1. なし 2. あり

２　Ⅱ型介護医療院 １　Ⅱ型（Ⅰ） 栄養マネジメント強化体制 1. なし 2. あり

２　Ⅱ型（Ⅱ） 療養食加算 1. なし 2. あり

３　Ⅱ型（Ⅲ） 特別診療費項目 1.重症皮膚潰瘍管理指導 2.薬剤管理指導 3.集団コミュニケーション療法

リハビリテーション提供体制 2.理学療法Ⅰ 3.作業療法 4.言語聴覚療法 5.精神科作業療法 6.その他

認知症短期集中リハビリテーション加算1. なし 2. あり

認知症専門ケア加算 1. なし 2. 加算Ⅰ 3．加算Ⅱ

重度認知症疾患療養体制加算 1. なし 2. 加算Ⅰ 3．加算Ⅱ

排せつ支援加算 1. なし 2. あり

自立支援促進加算 1. なし 2. あり

科学的介護推進体制加算 1. なし 2. あり

安全対策体制 1. なし 2. あり

サービス提供体制強化加算 1. なし 6. 加算Ⅰ 5. 加算Ⅱ 7．加算Ⅲ

介護職員処遇改善加算 1. なし 6. 加算Ⅰ 5. 加算Ⅱ 2．加算Ⅲ 3．加算Ⅳ

4．加算Ⅴ

介護職員等特定処遇改善加算 1.なし 2.加算Ⅰ 3.加算Ⅱ

55 介護医療院サービス
１　なし

２　あり
令和　　　年　　　月　　　日　　

施設等の区分 人員配置区分 その他該当する体制等 LIFEへの登録 割引提供サービス 適用開始年月日



夜間勤務条件基準 1. 基準型 2. 加算型Ⅰ 3.加算型Ⅱ 7.加算型Ⅲ 5.加算型Ⅳ

6. 減算型

職員の欠員による減算の状況 1. なし 2. 医師 3. 薬剤師 4. 看護職員 5. 介護職員

6. 介護支援専門員

身体拘束廃止取組の有無 1. 減算型 2. 基準型

安全管理体制 1. 減算型 2. 基準型

栄養ケア・マネジメントの実施の有無 1. なし 2. あり

療養環境基準（廊下） 1. 基準型 2. 減算型

療養環境基準（療養室） 1. 基準型 2. 減算型

若年性認知症入所者受入加算 1. なし 2. あり

３　特別介護医療院 １　Ⅰ型 栄養マネジメント強化体制 1. なし 2. あり

２　Ⅱ型 療養食加算 1. なし 2. あり

認知症専門ケア加算 1. なし 2. 加算Ⅰ 3．加算Ⅱ

重度認知症疾患療養体制加算 1. なし 2. 加算Ⅰ 3．加算Ⅱ

安全対策体制 1. なし 2. あり

サービス提供体制強化加算 1. なし 6. 加算Ⅰ 5. 加算Ⅱ 7．加算Ⅲ

介護職員処遇改善加算 1. なし 6. 加算Ⅰ 5. 加算Ⅱ 2．加算Ⅲ 3．加算Ⅳ

4．加算Ⅴ

介護職員等特定処遇改善加算 1.なし 2.加算Ⅰ 3.加算Ⅱ

夜間勤務条件基準 1. 基準型 2. 加算型Ⅰ 3.加算型Ⅱ 7.加算型Ⅲ 5.加算型Ⅳ

6. 減算型

職員の欠員による減算の状況 1. なし 2. 医師 3. 薬剤師 4. 看護職員 5. 介護職員

6. 介護支援専門員

ユニットケア体制 1. 対応不可 2. 対応可

身体拘束廃止取組の有無 1. 減算型 2. 基準型

安全管理体制 1. 減算型 2. 基準型

栄養ケア・マネジメントの実施の有無 1. なし 2. あり

療養環境基準（廊下） 1. 基準型 2. 減算型

療養環境基準（療養室） 1. 基準型 2. 減算型

若年性認知症入所者受入加算 1. なし 2. あり

４　ユニット型Ⅰ型介護医療院 １　Ⅰ型（Ⅰ） 栄養マネジメント強化体制 1. なし 2. あり

２　Ⅰ型（Ⅱ） 療養食加算 1. なし 2. あり

特定診療費項目 1.重症皮膚潰瘍管理指導 2.薬剤管理指導 3.集団コミュニケーション療法

リハビリテーション提供体制 2.理学療法Ⅰ 3.作業療法 4.言語聴覚療法 5.精神科作業療法 6.その他

認知症短期集中リハビリテーション加算1. なし 2. あり

認知症専門ケア加算 1. なし 2. 加算Ⅰ 3．加算Ⅱ

重度認知症疾患療養体制加算 1. なし 2. 加算Ⅰ 3．加算Ⅱ

排せつ支援加算 1. なし 2. あり

自立支援促進加算 1. なし 2. あり

科学的介護推進体制加算 1. なし 2. あり

安全対策体制 1. なし 2. あり

サービス提供体制強化加算 1. なし 6. 加算Ⅰ 5. 加算Ⅱ 7．加算Ⅲ

介護職員処遇改善加算 1. なし 6. 加算Ⅰ 5. 加算Ⅱ 2．加算Ⅲ 3．加算Ⅳ

4．加算Ⅴ

介護職員等特定処遇改善加算 1.なし 2.加算Ⅰ 3.加算Ⅱ

55 介護医療院サービス 令和　　　年　　　月　　　日　　

提供サービス 割引適用開始年月日 LIFEへの登録

１　なし

２　あり

１　なし

２　あり

施設等の区分 人員配置区分 その他該当する体制等



夜間勤務条件基準 1. 基準型 2. 加算型Ⅰ 3.加算型Ⅱ 7.加算型Ⅲ 5.加算型Ⅳ

6. 減算型

職員の欠員による減算の状況 1. なし 2. 医師 3. 薬剤師 4. 看護職員 5. 介護職員

6. 介護支援専門員

ユニットケア体制 1. 対応不可 2. 対応可

身体拘束廃止取組の有無 1. 減算型 2. 基準型

安全管理体制 1. 減算型 2. 基準型

栄養ケア・マネジメントの実施の有無 1. なし 2. あり

療養環境基準（廊下） 1. 基準型 2. 減算型

療養環境基準（療養室） 1. 基準型 2. 減算型

若年性認知症入所者受入加算 1. なし 2. あり

５　ユニット型Ⅱ型介護医療院 栄養マネジメント強化体制 1. なし 2. あり

療養食加算 1. なし 2. あり

特別診療費項目 1.重症皮膚潰瘍管理指導 2.薬剤管理指導 3.集団コミュニケーション療法

リハビリテーション提供体制 2.理学療法Ⅰ 3.作業療法 4.言語聴覚療法 5.精神科作業療法 6.その他

認知症短期集中リハビリテーション加算1. なし 2. あり

認知症専門ケア加算 1. なし 2. 加算Ⅰ 3．加算Ⅱ

重度認知症疾患療養体制加算 1. なし 2. 加算Ⅰ 3．加算Ⅱ

排せつ支援加算 1. なし 2. あり

自立支援促進加算 1. なし 2. あり

科学的介護推進体制加算 1. なし 2. あり

安全対策体制 1. なし 2. あり

サービス提供体制強化加算 1. なし 6. 加算Ⅰ 5. 加算Ⅱ 7．加算Ⅲ

介護職員処遇改善加算 1. なし 6. 加算Ⅰ 5. 加算Ⅱ 2．加算Ⅲ 3．加算Ⅳ

4．加算Ⅴ

介護職員等特定処遇改善加算 1.なし 2.加算Ⅰ 3.加算Ⅱ

夜間勤務条件基準 1. 基準型 2. 加算型Ⅰ 3.加算型Ⅱ 7.加算型Ⅲ 5.加算型Ⅳ

6. 減算型

職員の欠員による減算の状況 1. なし 2. 医師 3. 薬剤師 4. 看護職員 5. 介護職員

6. 介護支援専門員

ユニットケア体制 1. 対応不可 2. 対応可

身体拘束廃止取組の有無 1. 減算型 2. 基準型

安全管理体制 1. 減算型 2. 基準型

栄養ケア・マネジメントの実施の有無 1. なし 2. あり

療養環境基準（廊下） 1. 基準型 2. 減算型

療養環境基準（療養室） 1. 基準型 2. 減算型

若年性認知症入所者受入加算 1. なし 2. あり

６　ユニット型特別介護医療院 １　Ⅰ型 栄養マネジメント強化体制 1. なし 2. あり

２　Ⅱ型 療養食加算 1. なし 2. あり

認知症専門ケア加算 1. なし 2. 加算Ⅰ 3．加算Ⅱ

重度認知症疾患療養体制加算 1. なし 2. 加算Ⅰ 3．加算Ⅱ

安全対策体制 1. なし 2. あり

サービス提供体制強化加算 1. なし 6. 加算Ⅰ 5. 加算Ⅱ 7．加算Ⅲ

介護職員処遇改善加算 1. なし 6. 加算Ⅰ 5. 加算Ⅱ 2．加算Ⅲ 3．加算Ⅳ

4．加算Ⅴ

介護職員等特定処遇改善加算 1.なし 2.加算Ⅰ 3.加算Ⅱ

介護医療院サービス55 令和　　　年　　　月　　　日　　

提供サービス 適用開始年月日 割引

１　なし

２　あり

１　なし

２　あり

人員配置区分 その他該当する体制等 LIFEへの登録施設等の区分



（別紙２）
令和 年 月 日

4　介護職員等の状況
（１）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

①に占める②の割合が80％以上
① 人

② ①のうち介護福祉士の総数（常勤換算） 人
又は
①に占める③の割合が35％以上

③ 人

（２）サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

①に占める②の割合が60％以上
① 人

② ①のうち介護福祉士の総数（常勤換算） 人

（３）サービス提供体制強化加算（Ⅲ）
　　　 ※介護福祉士等の状況、常勤職員の状況、勤続年数の状況のうち、いずれか１つを満たすこと。

①に占める②の割合が50％以上
① 人

② ①のうち介護福祉士の総数（常勤換算） 人

①に占める②の割合が75％以上
① 人
② 人

①に占める②の割合が30％以上

① 人

② 人

備考１ 要件を満たすことが分かる根拠書類を準備し、必要に応じて提出すること。

有 ・ 無

勤続年数の状況

サービスを直接提供する者の総数（常勤換
算）

①のうち勤続年数７年以上の者の総数
　（常勤換算） 有 ・ 無

介護福祉士等の
状況

介護職員の総数（常勤換算）

有 ・ 無

常勤職員の
状況

看護・介護職員の総数（常勤換算）
①のうち常勤の者の総数（常勤換算）

サービスの質の
向上に資する
取組の状況

介護福祉士等の
状況

介護職員の総数（常勤換算）

有 ・ 無

　１　新規　　　２　変更　　　３　終了

3　届 出 項 目
　１　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）　２　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）
　３　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

1　事 業 所 名

サービス提供体制強化加算に関する届出書

（介護医療院）

2　異 動 区 分

介護職員の総数（常勤換算）

有 ・ 無介護福祉士等の
状況

①のうち勤続年数10年以上の介護福祉士
の総数（常勤換算） 有 ・ 無



(別紙３－１)                                 

介護職員の常勤換算数（３月を除く前年度の平均）

介護職員のうち介護福祉士の氏名、常勤換算数（３月を除く前年度の平均）

換算月

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

７月の常勤換算数　④

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

６月の常勤換算数　③

７月

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士９月

介護福祉士

８月

８月の常勤換算数　⑤

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

５月の常勤換算数　②

６月

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

５月

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

４月の常勤換算数　①

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

常勤換算数資格の種類 氏　　名

９月 10月 11月 12月７月 ８月

常勤換算数

換算月 ４月 ５月 ６月 １月 ２月

登録証登録番号 登録年月日

常勤換算平均 Ａ

４月

介護福祉士

介護福祉士 　

９月の常勤換算数　⑥

サービス提供体制強化加算に関する確認書（介護福祉士）

事業所名



介護福祉士の割合

（備考）

①　常勤換算数は月ごとに、四捨五入して小数第２位までとすること。

②　３月を除く前年度の平均の状況で作成すること。

③　届出を行った場合は，職員の割合につき，毎月継続的に記録をとっておくこと。

常勤換算平均　Ｂ（①から⑪の合計　÷　11）

２月の常勤換算数　⑪

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

２月

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

12月の常勤換算数　⑨

介護福祉士

介護福祉士

１月

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

12月

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

11月の常勤換算数　⑧

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士11月

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

10月の常勤換算数　⑦

介護福祉士

10月

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

％ 適　・　非

Ｂ／Ａ×１００

１月の常勤換算数　⑩

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士



(別紙３－２)                                 

介護職員の常勤換算数（３月を除く前年度の平均）

介護職員のうち勤続１０年以上の介護福祉士の氏名、常勤換算数（３月を除く前年度の平均）

換算月

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

９月の常勤換算数　⑥

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

８月の常勤換算数　⑤

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

７月の常勤換算数　④

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

６月の常勤換算数　③

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

５月の常勤換算数　②

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

４月の常勤換算数　①

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

勤続年数勤務期間 常勤換算数資格の種類

介護福祉士

氏　　名 登録証登録番号 登録年月日

介護福祉士

８月

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

９月

介護福祉士

介護福祉士

７月

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

６月

介護福祉士

介護福祉士

５月

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

４月

介護福祉士

２月 常勤換算平均 Ａ12月 １月

常勤換算数

８月 ９月 10月 11月

サービス提供体制強化加算に関する確認書（介護福祉士）

事業所名

換算月 ４月 ５月 ６月 ７月



～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

勤続１０年以上の介護福祉士の割合

（備考）

①　常勤換算数は月ごとに、四捨五入して小数第２位までとすること。

②　３月を除く前年度の平均の状況で作成すること。

③　届出を行った場合は，職員の割合につき，毎月継続的に記録をとっておくこと。

２月の常勤換算数　⑫

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

１月の常勤換算数　⑪

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

１２月の常勤換算数　⑨

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

１１月の常勤換算数　⑧

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

１０月の常勤換算数　⑦

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

２月

常勤換算平均　Ｂ（①から⑪の合計　÷　11）

Ｂ／Ａ×１００

％ 適　・　非

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

１月

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

12月

介護福祉士

介護福祉士

11月

介護福祉士

介護福祉士

10月



(別紙３－３)                                 

介護職員の常勤換算数（３月を除く前年度の平均）

看護・介護職員のうち常勤職員の氏名、常勤換算数（３月を除く前年度の平均）

換算月

常勤換算平均
Ａ

11月 １月

サービス提供体制強化加算に関する確認書（常勤職員）

事業所名

７月 ８月 12月換算月 ４月 ５月 ６月 ９月 10月 ２月

職　　種 氏　　　名 常勤換算数

常勤換算数

看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

職　　種 氏　　　名

４月の常勤換算数　①

常勤換算数

４月

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

５月

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

６月の常勤換算数　③

５月の常勤換算数　②

６月

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

７月

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

８月の常勤換算数　⑤

７月の常勤換算数　④

８月

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

９月

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

９月の常勤換算数　⑥



常勤職員の割合

（備考）

①　常勤換算数は月ごとに、小数点第２位以下を切り捨てること。（例：４．２５の場合、４．２）

②　３月を除く前年度の平均の状況で作成すること。

③　届出を行った場合は，職員の割合につき，毎月継続的に記録をとっておくこと。

10月

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

10月の常勤換算数　⑦

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

11月の常勤換算数　⑧

11月

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

12月

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

12月の常勤換算数　⑨

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

１月

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

％ 適　・　非

１月の常勤換算数　⑩

２月

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

看護職員・介護職員 看護職員・介護職員

２月の常勤換算数　⑪

常勤換算平均　Ｂ（①から⑪の合計　÷　11）

Ｂ／Ａ × １００



(別紙３－４)                                 

サービスを直接提供する者の総数（３月を除く前年度の平均）

サービスを直接提供する者のうち勤続年数7年以上の者の氏名、常勤換算数（３月を除く前年度の平均）

換算月

～

８月の常勤換算数　⑤

～

９月

～

～

８月

～７月

～

～

５月の常勤換算数　②

６月 ～

～

～

～

５月 ～

４月の常勤換算数　①

４月

～

～

職　　種 氏　　名 勤務期間 勤続年数

常勤換算数

９月 10月 11月８月

常勤換算数

常勤換算平均
Ａ

12月 １月 ２月

サービス提供体制強化加算に関する確認書（勤続年数）

事業所名

換算月 ４月 ５月 ６月 ７月

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

６月の常勤換算数　③

～

～

～

～

７月の常勤換算数　④

～

～

～

～

～

～

～

～

９月の常勤換算数　⑥



勤続年数３年以上の者の割合

（備考）

①　「常勤換算平均」の欄は、常勤換算方法により算出した３月を除く前年度の平均を記入すること。

②　常勤換算数は月ごとに、小数点第２位以下を切り捨てること。（例：４．２５の場合、４．２）

③　３月を除く前年度の平均の状況で作成すること。

④　届出を行った場合は，職員の割合につき，毎月継続的に記録をとっておくこと。

⑤　勤続年数とは、各月の毎月の末日時点における勤続年数をいう。

　　（例：平成２２年４月における勤続年数３年以上の者とは、平成２２年３月３１日時点で勤続年数３年以上の者。）

⑥　勤続年数の算定に当たっては、当該事業所の勤務年数に加え、同一法人の経営する他の介護サービス事業所、病院、社会福祉施設等におい

　　てサービスを利用者に直接提供する職員として勤務した年数を含めることができる。

Ｂ／Ａ × １００

％ 適　・　非

常勤換算平均　Ｂ（①から⑪の合計　÷　11）

２月の常勤換算数　⑪

２月

～

～

１月の常勤換算数　⑩

～１月

～

12月の常勤換算数　⑨

～

～12月

～

11月

10月

～

～

～

～

～

～

10月の常勤換算数　⑦

～

～

～

～

～

～

11月の常勤換算数　⑧

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～



(別紙３－５)                                 

介護職員のうち介護福祉士の氏名、常勤換算数（届出月前３ヶ月の平均）

換算月

介護職員の常勤換算数
（届出月前３ヶ月の平均）

介護福祉士の割合

（備考）

①　常勤換算数は月ごとに、小数点第２位以下を切り捨てること。（例：４．２５の場合、４．２）

②　届出月前３ヶ月間の平均の状況で作成すること。

　　（４月１日から算定を行う場合は、１２月，１月，２月の平均）

③　３ヶ月間の平均で届出を行った場合は，届出月以降においても直近３ヶ月間の職員の割合につき，毎月継続的に所定の割合を維持する

　　必要がある。その割合については，毎月記録するとともに，所定の割合を下回った場合には，加算の取り下げを行うこと。

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

サービス提供体制強化加算に関する確認書（介護福祉士）(前年度の実績が６月に満たない事業所用）

事業所名

資格の種類 登録証登録番号 登録年月日

月

常勤換算数氏　　名

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

月の常勤換算数

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

月

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

月の常勤換算数

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

常勤換算平均　②

②／①

月 月 月

月の常勤換算数

月

％ 適　・　非

常勤換算平均
①

常勤換算数

換算月



(別紙３－６)                                 

介護職員のうち勤続１０年以上の介護福祉士の氏名、常勤換算数（届出月前３ヶ月の平均）

換算月

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

介護職員の常勤換算数
（届出月前３ヶ月の平均）

勤続１０年以上の介護福祉士の割合

（備考）

①　常勤換算数は月ごとに、小数点第２位以下を切り捨てること。（例：４．２５の場合、４．２）

②　届出月前３ヶ月間の平均の状況で作成すること。

　　（４月１日から算定を行う場合は、１２月，１月，２月の平均）

③　３ヶ月間の平均で届出を行った場合は，届出月以降においても直近３ヶ月間の職員の割合につき，毎月継続的に所定の割合を維持する

　　必要がある。その割合については，毎月記録するとともに，所定の割合を下回った場合には，加算の取り下げを行うこと。

　

月の常勤換算数

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

月の常勤換算数

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

月の常勤換算数

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

勤続年数 常勤換算数

介護福祉士

％ 適　・　非

資格の種類 氏　　名 登録証登録番号 登録年月日 勤務期間

介護福祉士

常勤換算数

②／①

常勤換算平均　②

換算月 月 月 月
常勤換算平均

①

介護福祉士

月

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

月

介護福祉士

介護福祉士

介護福祉士

月

サービス提供体制強化加算に関する確認書（介護福祉士）(前年度の実績が６月に満たない事業所用）

事業所名



(別紙３－７)                                 

看護・介護職員のうち常勤職員の氏名、常勤換算数（届出月前３ヶ月の平均）

換算月

介護職員の常勤換算数

（届出月前３ヶ月の平均）

常勤職員の割合

（備考）

①　常勤換算数は月ごとに、小数点第２位以下を切り捨てること。（例：４．２５の場合、４．２）

②　届出月前３ヶ月間の平均の状況で作成すること。

　　（４月１日から算定を行う場合は、１２月，１月，２月の平均）

③　３ヶ月間の平均で届出を行った場合は，届出月以降においても直近３ヶ月間の職員の割合につき，毎月継続的に所定の割合を維持する

　　必要がある。その割合については，毎月記録するとともに，所定の割合を下回った場合には，加算の取り下げを行うこと。

　

常勤換算数 職　　種 氏　　　名 常勤換算数氏　　　名職　　種

②／①

％ 適　・　非

常勤換算数

月 月 月

月
看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

月の常勤換算数

看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

月の常勤換算数

看護職員・介護職員

常勤換算平均
①

常勤換算平均　②

月の常勤換算数

看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

換算月

看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

サービス提供体制強化加算に関する確認書（常勤職員）（前年度の実績が６月に満たない事業所用）

事業所名

月

看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

月

看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

看護職員・介護職員

看護職員・介護職員



(別紙３－８)                                 

サービスを直接提供する者のうち勤続年数７年以上の者の氏名、常勤換算数（届出月前３ヶ月の平均）

換算月

サービスを直接提供する者の常勤換算数（届出月前３ヶ月の平均）

勤続年数３年以上の者の割合

（注意事項）

①　「常勤換算平均」の欄は、届出日の属する月の前三月について、常勤換算方法により算出した平均を記入すること。

②　常勤換算数は月ごとに、小数点第２位以下を切り捨てること。（例：４．２５の場合、４．２）

③届出月前３ヶ月間の平均の状況で作成すること。

　（４月１日から算定を行う場合は、１２月，１月，２月の平均）

④３ヶ月間の平均で届出を行った場合は，届出月以降においても直近３ヶ月間の職員の割合につき，毎月継続的に所定の割合を維持する必要

　がある。その割合については，毎月記録するとともに，所定の割合を下回った場合には，加算の取り下げを行うこと。

⑤勤続年数とは、各月の毎月の末日時点における勤続年数をいう。

　（例：平成２１年４月における勤続年数３年以上の者とは、平成２１年３月３１日時点で勤続年数３年以上の者。）

⑥勤続年数の算定に当たっては、当該事業所の勤務年数に加え、同一法人の経営する他の介護サービス事業所、病院、社会福祉施設等におい

　てサービスを利用者に直接提供する職員として勤務した年数を含めることができる。

勤続年数

サービス提供体制強化加算に関する確認書（勤続年数）（前年度の実績が６月に満たない事業所用）

事業所名

常勤換算数

月

職　　種 氏　　名 勤務期間

～

月の常勤換算数

月

～

月の常勤換算数

～

～

～

常勤換算平均　②

②／①

月 月 月

月の常勤換算数

月

％ 適　・　非

常勤換算平均
①

常勤換算数

換算月

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～



（別紙４）

○　加算（Ⅰ），（Ⅱ）を算定する場合
１　入所者の状況

人

人

２　認知症介護に係る専門的な研修の状況

※１　修了証の写を添付すること。

　３　認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議の開催状況

※上記内容を記載した別紙の添付でも可

○　加算（Ⅱ）を算定する場合

１　認知症介護の指導に係る専門的な研修の状況

※１　修了証の写を添付すること。

　２　認知症ケアに関する研修計画（　　年度）

※上記内容に準じた介護職員，看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を添付すること。

認知症専門ケア加算に係る確認書

事業所番号

施設名

入所者の総数（Ａ）

うち認知症日常生活自立度Ⅲ以上の利用者（Ｂ）

（Ｂ）÷（Ａ）×１００ ％（50%以上）

修了者氏名 修了年月日 研修名 研修実施主体

※２　研修実施主体は自治体が実施している場合は自治体名を、自治体が指定している研修の場合は研修
実施主体の横に（　）書きで指定している自治体名を記入すること。

開
催
状
況

　月　　日開催 会議の概要

　月　　日開催 会議の概要

修了者氏名 修了年月日 研修名 研修実施主体

※２　研修実施主体は自治体が実施している場合は自治体名を、自治体が指定している研修の場合は
　　研修実施主体の横に（　）書きで指定している自治体名を記入すること。

受講対象者名 研修期間 実施時期 研修の目標 研修の内容

（注意事項）
　①加算Ⅰの要件にいう「認知症介護に係る専門的な研修」とは「認知症介護実践リーダー研修」及び認知症看護に係る適
切な研修を指す。
　②加算Ⅱの要件にいう「認知症介護の指導に係る専門的な研修」とは「認知症介護指導者養成研修」及び認知症看護に
係る適切な研修を指す。



（別紙５）

若年性認知症入所者（利用者）に対応する担当職員名

事業所名

氏　名

（介護老人福祉施設）

若年性認知症入所者（利用者）受入加算に関する届出書

（通所リハビリテーション）

有　・　無　受け入れた若年性認知症入所者（利用者）ごとに個別の担当者を定めているか。

（介護予防短期入所療養介護）

（介護予防通所リハビリテーション）

施設種別

（介護老人保健施設）

（短期入所療養介護）

職　種

（介護医療院）



（別紙６）

1 事業所名

2 異動区分 １　新規 ２　変更 ３　終了

3 施設種別 １　介護老人福祉施設 ２　介護老人保健施設

３　介護療養型医療施設 ４　地域密着型介護老人福祉施設

５　介護医療院

4
１．基本サービス（栄養ケア・マネジメントの実施）

栄養マネジメントに関わる者（注）

※免許証、資格証等の写し及び勤務形態一覧表（別紙６－２）を添付してください。

２．栄養マネジメント強化加算

（給食管理を
行う常勤栄養
士が1名以上
配置されてい
る場合）70で除
した数以上

給食管理を行っている常勤栄養士 人  

注 「栄養マネジメントに関わる者」には、共同で栄養ケア計画を作成している者の職種及び氏名を記入してください。

栄養マネジメントの
状況

職　種 氏　名

入所者数 人  

栄養マネジメントを実施している管理栄養士の総数
（常勤換算）

人  →
入所者数を
50で除した
数以上

看　護　師

介護支援専門員

栄養マネジメント体制に関する届出書

医　　　師

歯科医師

管 理 栄 養 士



（別紙６－２）
従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（　　年　　月分） サービス種類（　   ）

事業所名 　　（　　   ）
［入所定員（見込）数等 名］

第１週 第２週 第３週 第４週

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

備考１　＊欄には、当該月の曜日を記入して下さい。

　　　２　申請する事業にかかる従業者全員（管理者を含む）について、４週間分の勤務すべき時間数を記入して下さい。

　　　３　職種ごとに下記の勤務形態の区分の順にまとめて記載し、「週平均の勤務時間」については、職種ごとのＡの小計と、Ｂ～Ｄまでを加えた数の小計の行を挿入して下さい。

　　　　勤務形態の区分　Ａ：常勤で専従　Ｂ：常勤で兼務　Ｃ：常勤以外で専従Ｄ：常勤以外で兼務

　　　４　常勤換算が必要な職種は、Ａ～Ｄの「週平均の勤務時間」をすべて足し、常勤の従業者が週に勤務すべき時間数で割って、「常勤換算後の人数」を算出して下さい。

　　　５　算出にあたっては、小数点第２位以下を切り捨ててください。

職　  種
勤務
形態

氏        名

４週の

合計

週平均
の勤務
時間

常勤換算
後の人数



（別紙７）

療養食加算の担当職員名

（介護老人福祉施設） 管理栄養士・栄養士

（短期入所療養介護）

（介護老人保健施設）

管理栄養士・栄養士

管理栄養士・栄養士

管理栄養士・栄養士

療養食加算に関する届出書

（介護予防短期入所療養介護）

事業所名

職　種

（介護医療院）

管理栄養士・栄養士

氏　名施設種別

有　・　無食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されているか。

　入居者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容の食事の提供が行
われているか。

有　・　無



（別紙８）
令和　　年　　月　　日

 ４　介護医療院（Ⅰ型）に係る届出内容

① 人

② 人

③ 人

④ 人

⑤ ％ →

① 人

② 人

③ 人

④ 人

⑤ 人

⑥ ％ →

→

① 日

② 日

③ ％ →

→

注６：自ら実施する者は除く。

※　各要件を満たす場合については、それぞれ根拠となる（要件を満たすことがわかる）書類も提出してください。

注１：・人員配置区分１を選択する場合は、「①重度者の割合」における⑤の割合が50％以上、「②医療処置の実施状況」における
　　　　⑥の割合が50％以上及び「③ターミナルケアの実施状況」における③の割合が10％以上を満たす必要がある。

　　　・人員配置区分２、３を選択する場合は、「①重度者の割合」における⑤の割合が50％以上、「②医療処置の実施状況」における
　　　　⑥の割合が30％以上及び「③ターミナルケアの実施状況」における③の割合が５％以上を満たす必要がある。

注２： ②及び③のいずれにも該当する者については、いずれか一方についてのみ含めること。

注３： ②、③及び④のうち複数に該当する者については、各々該当する数字の欄の人数に含めること。

注４：過去１年間に喀痰吸引が実施されていた者（入所期間が1年以上である入所者にあっては、当該入所期間中（入所時を含む。）に喀痰吸引が
　　　実施されていた者）であって、口腔衛生管理加算を算定されている者又は平成27年度から令和２年度の口腔衛生管理体制加算の算定要件を満たして
　　　いる者(平成26年度以前においては、口腔機能維持管理加算又は口腔機能維持管理体制加算を算定されていた者及び平成27年度から令和２年度に
　　　おいては口腔衛生管理加算又は口腔衛生管理体制加算を算定されていた者)を含む。

注５：過去１年間に経管栄養が実施されていた者（入所期間が1年以上である入所者にあっては、当該入所期間中（入所時を含む。）に経管栄養が
　　　実施されていた者）であって、経口維持加算を算定しているもの又は管理栄養士が栄養ケア・マネジメントを実施する者（令和2年度以前に
　　　おいては、経口維持加算又は栄養マネジメント加算を算定されていた者）を含む。

（人員配置区分２，３）

　④　生活機能を維持改善するリハビリテーションの実施 有・無

　⑤　地域に貢献する活動の実施 有・無

　　（平成30年度中に限り、平成31年度中において実施する見込み）

①に占める②の割合 １０％以上 有・無

（人員配置区分１のみ）

　５％以上 有・無

３０％以上 有・無

（人員配置区分２，３）

　③　ターミナルケアの
　　実施状況

前３月間の入所者延日数

前３月間のターミナルケアの対象者延日数

前３月間のインスリン注射を実施した入所者等の総数（注２・５）

②から④の和

①に占める⑤の割合 ５０％以上 有・無

（人員配置区分１のみ）

（人員配置区分１～３）

　②　医療処置の実施状況
前３月間の入所者等の総数

前３月間の喀痰吸引を実施した入所者等の総数（注２・３）

前３月間の経管栄養を実施した入所者等の総数（注２・４）

②と③の和

①に占める④の割合 ５０％以上 有・無

　①　重度者の割合
前３月間の入所者等の総数

①のうち、重篤な身体疾患を有する者の数（注１）

①のうち、身体合併症を有する認知症高齢者の数（注１）

介護医療院（Ⅰ型）の基本施設サービス費に係る届出

１　事  業  所  名

２　異  動  区  分 　１　新規　２　変更　３　終了

３　人員配置区分
１　Ⅰ型介護医療院サービス費Ⅰ（（ユニット型）Ⅰ型療養床、看護6:1、介護4:1）(併設型小規模介護医療院）
２　Ⅰ型介護医療院サービス費Ⅱ（（ユニット型）Ⅰ型療養床、看護6:1、介護4:1）(併設型小規模介護医療院）
３　Ⅰ型介護医療院サービス費Ⅲ（Ⅰ型療養床、看護6:1、介護5:1）



（別紙９）
令和　　年　　月　　日

 ４　介護医療院（Ⅱ型療養床）に係る届出内容

（医療処置の実施状況）

① 人

② 人

③ ％

④ 人

⑤ ％

（重度者の割合）

① 人

② 人

③ 人

④ 人

⑤ ％

→

注５：小規模介護医療院の場合は、①に占める④の割合と、19を当該小規模介護医療院におけるⅡ型療養床数で除した数との積を記入すること。

注６：小規模介護医療院の場合は、①に占める④の割合と、19を当該小規模介護医療院におけるⅡ型療養床数で除した数との積を記入すること。

※　各要件を満たす場合については、それぞれ根拠となる（要件を満たすことがわかる）書類も提出してください。

　ターミナルケアの実施体制 有・無

注１： ②及び③のうち複数に該当する者については、各々該当する数字の欄の人数に含めること。

注２：過去１年間に喀痰吸引が実施されていた者（入所期間が1年以上である入所者にあっては、当該入所期間中（入所時を含む。）に喀痰吸引が
　　　実施されていた者）であって、口腔衛生管理加算を算定されている者又は平成27年度から令和２年度の口腔衛生管理体制加算の算定要件を満た
　　　している者(平成26年度以前においては、口腔機能維持管理加算又は口腔機能維持管理体制加算を算定されていた者及び平成27年度から令和
　　　２年度においては口腔衛生管理加算又は口腔衛生管理体制加算を算定されていた者)を含む。

注３：過去１年間に経管栄養が実施されていた者（入所期間が1年以上である入所者にあっては、当該入所期間中（入所時を含む。）に経管栄養が
　　　実施されていた者）であって、経口維持加算を算定しているもの又は管理栄養士が栄養ケア・マネジメントを実施する者（令和2年度以前に
　　　おいては、経口維持加算又は栄養マネジメント加算を算定されていた者）を含む。

注４：小規模介護医療院の場合は、①に占める②の割合と、19を当該小規模介護医療院におけるⅡ型療養床数で除した数との積を記入すること。

　①のうち、喀痰吸引を実施した入所者等の総数（注２・３）

　①のうち、経管栄養を実施した入所者等の総数（注２・４）

　②と③の和

　①に占める④の割合（注６）

「医療処置の実施状況」における③の割合が２０％以上、⑤の割合が２５％以上、「重度者の割合」における⑤の割合が１５％以上
のいずれかを満たす

有・無

　前３月間の入所者等の総数

　①のうち、日常生活自立度のランクＭに該当する入所者等

　①に占める②の割合（注４）

　①のうち、日常生活自立度のランクⅣ又はＭに該当する入所者及び利用者

　①に占める④の割合（注５）

　前３月間の入所者等の総数

介護医療院（Ⅱ型）の基本施設サービス費に係る届出

１　事  業  所  名

２　異  動  区  分 　１　新規　２　変更　３　終了

３　人員配置区分
１　Ⅱ型介護医療院サービス費Ⅰ（（ユニット型）Ⅱ型療養床、看護6:1、介護4:1）（併設型小規模介護医療院）
２　Ⅱ型介護医療院サービス費Ⅱ（Ⅱ型療養床、看護6:1、介護5:1）
３　Ⅱ型介護医療院サービス費Ⅲ（Ⅱ型療養床、看護6:1、介護6:1）



（別紙１０）
令和　　年　　月　　日

４　重度認知症疾患療養体制加算（Ⅰ）に係る届出

①

② 人 →

③ 人 →

① 人

② 人

③ ％ →

④ 人

⑤ 人

⑥ ％ →

① →

５　重度認知症疾患療養体制加算（Ⅱ）に係る届出

①

② 人 →

③ 人 →

① 人

② 人

③ ％ →

④ 人

⑤ 人

⑥ ％ →

① →

注４：生活機能回復訓練室については、機能訓練室、談話室、食堂及びレクリエーション・ルーム等と区画せず、１つのオープンスペースとす
　　　ることは差し支えない。また、入所者に対する介護医療院サービスの提供に支障を来さない場合は、他の施設と兼用して差し支えない。

有・無 全て「無」 有・無

注１：看護職員の数については、当該介護医療院における入所者等の数を４をもって除した数（その数が１に満たないときは、１とし、その数
　　　に１に満たない端数が生じるときはこれを切り上げるものとする。）から当該介護医療院における入所者等の数を６をもって除した数
　　　（その数が１に満たない端数が生じるときはこれを切り上げるものとする。）を減じた数の範囲内で介護職員とすることができる。

注２：精神保健福祉士とは、精神保健福祉士法（平成９年法律第131号）第二条に規定する精神保健福祉士又はこれに準ずる者をいう。

注３：認知症と確定診断されていること。ただし、入所者については、入所後３か月間に限り、認知症の確定診断を行うまでの間はＭＭＳＥ
　　　（Mini　Mental　State　Examination）において23点以下の者又はＨＤＳ―Ｒ（改訂長谷川式簡易知能評価スケール）において20点以下
　　　の者を含むものとする。短期入所療養介護の利用者については、認知症と確定診断を受けた者に限る。

　④　連携状況 連携する精神科病院の名称

有・無

　⑤　身体拘束廃止
未実施減算

前々々月末 前々月末 前月末

前３月間における身体拘束廃止未実施
減算の算定実績

有・無 有・無

①に占める②の割合 １００％ 有・無

前３月における認知症の者の延入所者数（注３）

前３月における認知症高齢者の日常生活自立度のラン
クⅣ以上に該当する者の延入所者数

④に占める⑤の割合 ５０％以上 有・無

　②　床面積６０ｍ２以上の生活機能回復訓練室の有無（注４） 有・無

　③　入所者の状況
当該介護医療院における入所者等の総数

①のうち、認知症の者の数（注３）

専従の精神保健福祉士の数（注２） １人以上 有・無

専従の作業療法士の総数 １人以上 有・無

有・無 全て「無」 有・無

　①　体制 看護職員の数が、常勤換算方法で、４：１以上であること 有・無

　③　連携状況 連携する精神科病院の名称

有・無

　④　身体拘束廃止
未実施減算

前々々月末 前々月末 前月末

前３月間における身体拘束廃止未実施
減算の算定実績

有・無 有・無

①に占める②の割合 １００％ 有・無

前３月における認知症の者の延入所者数（注３）

前３月における認知症高齢者の日常生活自立度のラン
クⅢb以上に該当する者の延入所者数

④に占める⑤の割合 ５０％以上 有・無

専任の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の数 １人以上 有・無

　②　入所者の状況
当該介護医療院における入所者等の数

①のうち、認知症の者の数（注３）

　①　体制 看護職員の数が、常勤換算方法で、４：１以上であること（注１） 有・無

専任の精神保健福祉士の数（注２） １人以上 有・無

介護医療院における重度認知症疾患療養体制加算に係る届出

1　事 業 所 名

2　異 動 区 分 　1　新規　2　変更　3　終了

3　届 出 項 目 １　重度認知症疾患療養体制加算（Ⅰ） ２　重度認知症疾患療養体制加算（Ⅱ）


